
5 南九州議会だより　第15号　人事案件、条例の制定・改正

条
例
の
制
定
・
改
正

２委員会の定数変更
　本市議会議員の定数が次の一般選挙か
ら22人になることに伴い、常任委員会の
委員定数を変更する改正を行いました。

総務常任委員会　　８人→現行
文教厚生常任委員会８人→７人
産業建設常任委員会８人→７人

使用料の改正
霜出げんき館

　本施設会議室の冷暖房設置に伴い、こ
れまでの会議室使用料のほか、冷暖房使
用料を設ける条例を制定しました。

議会委員会の委員定数減
◆
人
権
擁
護
委
員
◆

　
　

汐
満　

美
奈
子　

氏

川
辺
町　

平
山

参考

　

さ
る
６
月
15
日
、
東
京
で
開
催
さ
れ
た
第
87
回
全
国
市
議

会
議
長
会
定
期
総
会
に
お
い
て
、
長
年
の
議
員
活
動
を
通
し

て
、
地
方
自
治
の
発
展
と
市
政
の
振
興
に
貢
献
し
た
市
議
会

議
員
の
功
績
に
対
し
、
表
彰
が
あ
り
ま
し
た
。

　

本
市
議
会
か
ら
は
、
合
併
前
の
町
議
会
議
員
勤
続
年
数
の

全
国
市
議
会
議
長
会
表
彰

30人以下学級実現、義務教育費国庫負担制度拡
充に係る意見書の採択要請について
陳情者：南九州市川辺町田部田4225
　　　　内薗　直哲
趣　旨
　①�少人数学級を推進すること。具体的学級規

模は、OECD諸国並のゆたかな教育環境を
整備するため、30人以下学級とすること。

　②�教育の機会均等と水準の維持向上を図るた
め、義務教育費国庫負担制度の堅持ととも
に国負担割合を２分の１に復元すること。

意見書の提出
　提出者：南九州市議会
　提出先：内閣総理大臣ほか関係機関
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議
会
推
薦
者
が
決
ま
り
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し
た

◆
農
業
委
員
会
委
員
◆

　
　

加
治
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民
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氏

頴
娃
町　

上
別
府

　
　

一
氏　

と
し
子　

氏

頴
娃
町　

牧
之
内

　

本
市
の
農
業
委
員

会
委
員
は
、
次
の
よ

う
な
代
表
で
構
成
さ

れ
て
い
ま
す
。

○
公
選　
　
　
　
　
　

27
人

　

頴
娃
地
域　
　
　

９
人

　

知
覧
地
域　
　
　

９
人

　

川
辺
地
域　
　
　

９
人

○
農
業
協
同
組
合
推
薦
２
人

　

い
ぶ
す
き
農
協　

１
人

　

南
さ
つ
ま
農
協　

１
人

○
農
業
共
済
組
合
推
薦
１
人

○
土
地
改
良
区
推
薦　

１
人

○
議
会
推
薦　
　
　
　

４
人

合
計　

35
人

陳　　情

山
本
森
満　

議
員

（
町
議
会
21
年
３
カ
月

市
議
会
３
年
５
カ
月
）

竹
迫　

毅　

議
員

（
町
議
会
19
年
１
カ
月

市
議
会
３
年
５
カ
月
）

薗
田　

誠　

議
員

（
町
議
会
15
年
４
カ
月

市
議
会
３
年
５
カ
月
）

西　

良
仁　

議
員

（
町
議
会
15
年
４
カ
月

市
議
会
３
年
５
カ
月
）

森
田
隆
志　

議
員

（
町
議
会
15
年
４
カ
月

市
議
会
３
年
５
カ
月
）

下
窪
一
輝　

議
員

（
町
議
会
13
年
２
カ
月

市
議
会
３
年
５
カ
月
）

※�　

同
委
員
は
市
が
議
会
の

意
見
を
求
め
法
務
大
臣
に

推
薦
す
る
も
の
で
す
。

　

�　

任
期
は
法
務
大
臣
が
委

嘱
し
た
日
か
ら
３
年
間
で

す
。

２
分
の
１
の
年
数
に
、
市
議

会
議
員
勤
続
年
数
を
加
え

て
、
10
年
以
上
と
な
る
６
人

の
議
員
が
表
彰
さ
れ
ま
し

た
。
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外
薗　

順
子　

氏

川
辺
町　

田
部
田

左から下窪議員、西議員、山本議員、竹迫議員、薗田議員、森田議員




